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Web 調査における非観測誤差
―登録モニターの社会階層に着目して―

＊澤田　涼　　＊古殿真大　　＊藤川寛之　　＊島袋海理　　＊ ＊内田　良

1 ．背景

近年，Web 調査の妥当性に注目が集まっている。そ
の理由の一つが，教育問題にアプローチする上で有効
な手段だと考えられることである。紙媒体による質問
紙調査を代表例とする従来型の社会調査では，教育問
題に関する現状を上手く汲み取ることが困難であっ
た。川崎・飯田（2018）によれば多くの場合，学校で
行う紙媒体の調査では学校単位で調査協力を依頼する
ため，校長などの学校管理職を通して実施される。し
かし，その際には，調査協力者の匿名性が確保されな
いことや，学校管理職からの評価への利用などの目的
外利用がなされることが懸念されるという。こうした
懸念は，教育問題に対する回答が歪められてしまう可
能性を示唆するものである。

一方，Web 調査という方法は，いじめなどの大人

（第三者）の目には見えにくい教育問題にアプローチ
し，生徒の現実を描き出すことができると考えられる。
Tourangeau ら（2013＝2019）によれば，Web 調査は調
査員の関与をなくすことでプライバシーが守られる。
このような認識は調査を行っている研究者にも共有さ
れているものである。実際に，非行を研究対象に扱っ
た岡邊（2010）は，Web 調査を行う理由をセンシティ
ブな質問が比較的多く含まれることに求めている。

更に，Web 調査では，単に実施の仕方が変化したと
いうことにとどまらない。質問紙設計においても従来
型の調査ではアプローチしにくかった問題にアクセス
するための工夫の余地が広がっている。調査票の作成
時に Web 調査では様々な様式の質問形式を取り入れ
ることができる。

以上を踏まえると，Web 調査は従来型の社会調査と
比較して，これまで困難であった生徒の実態に対する
アプローチを，匿名性を高めることによって可能にす
ると考えられる。
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2 ．問題設定

（ 1）非観測誤差の課題
Web 調査は教育問題のリアリティを引き出す上で

非常に有力な手段である。しかし，三輪ら（2020）が
「学術誌での成果としてウェブ調査データ利用が認め
られるためには，何らかの正当化をする補足的記述が
事実上要求されている」（p.44）と述べるように，Web
調査の有効性には疑問が付されてきた。特に誤差に
ついては不明なことが多かったという欠点を有する。
Tourangeau ら（2013＝2019）が指摘するように Web
調査においては誤差の中でも非観測誤差が特に重要で
あるため，本稿では非観測誤差に焦点を当てて詳細に
論じる。

Web 調査における非観測誤差については，以下の
ような議論がある。杉野・小内（2020）は Web 調査
に回答する人が「謝礼目的」に偏っている，ある程度
特殊な人であることを示している。また，日本学術会
議（2020）は Web 調査の問題点を的確に理解した上で
の活用や登録モニター情報の公開を求めている。実際
に，独立行政法人労働政策研究・研修機構（2005）は
マーケティングリサーチ会社の比較を行い，調査に対
する回答者の特徴をまとめているものの，モニターの
構築方法については，調査の正確さを判断するために
必要な情報開示だとして課題にあげている。つまり，
構築されたモニターの性格に着目し，Web 調査の問題
点を理解することが喫緊の課題である。そのための基
本的な資料を得るために，Web モニターの属性の偏
りについての検討が必要となる。したがって，本稿の
目的は，マーケティングリサーチ会社が保有するモニ
ターのデータを，日本の産業構造の分布と比較するこ
とで，教育問題における Web 調査の可能性を明らか
にすることである。

（ 2）�従来型の社会調査の後退とWeb 調査需要
の高まり

マーケティングリサーチ会社の保有するモニター
は，インターネットの普及とともに拡大を遂げてき
た。それによって，以前と比較すれば Web 調査の非
観測誤差は小さくなっていると考えられる。

日本でインターネットの利用が個人に普及し始めた
のは，1995年の windows95の発売がきっかけであると
いわれている。しかし，この時期にインターネットを
利用していたのは一部の人々であり，一般大衆にはま
だインターネットが普及しているとはいい難い状況に
あった。そのため，1990年代には Web 調査が行われ

ていたものの，あくまで特殊な人たちを母集団とした
調査であった（長崎 2008）。

しかし，その後インターネットをめぐる環境は大き
く変わり，2000年代初頭には個人ブログの開設などに
見られるように，一般の人々にとってもインターネッ
トは身近なものとなっていった。それと同時期に個
人情報保護法の施行（2005年），住民基本台帳法改正

（2006年）などによって，従来型の社会調査は，これま
で使用してきた標本抽出枠を利用しにくくなり，理想
的な調査設計を行うことが困難になった。また，回答
率の低下も従来型の社会調査の重要な課題となってい
る。これらの事情から，ただ理想的な調査設計を追い
求めるのではなく，総調査誤差を考慮に入れながら調
査設計を行う必要が提唱されるようになった（大隅・
前田 2007）。この状況を受けて，『信頼できるインター
ネット調査法の確立に向けて』の中で，本多は総務省
による就業構造基本調査と，実験調査 5 種の結果を属
性（性，年齢，学歴，就業状態，雇用形態）に着目して
比較している（本多 2009）。実験調査 5 種とは，無作
為抽出サンプルの郵送調査，株式会社インテージホー
ルディングスが保有するモニターへの郵送調査，株式
会社インテージホールディングスが保有するモニター
への Web 調査，株式会社マクロミルが保有するモニ
ターへの Web 調査，株式会社エルゴ・ブレインズが
保有するモニターへの Web 調査である。

以上のようなインターネット利用の拡大に加えて，
近年では利用場面の変化が見られる。2007年には初
代 iPhone が，2010年にはタブレット端末で馴染みの
ある iPad が発売されている。こうした機器の登場に
よって，インターネットが主にパソコンで利用するも
のから，スマートフォンやタブレットといったモバイ
ル機器で利用するものへと変化してきた。一方で，イ
ンターネット環境も，Wi-Fi の登場が代表するように，
利用場所が固定される有線から，利用する空間の自由
度が高い無線へと変化した。このような変化は，イン
ターネットを特定の場所や時間に縛られることなく利
用する機会の産出に貢献している。そうした状況は
Web 調査を回答する人や機会を増やすことに貢献し
ており，Web 調査が特殊な人たちのみを母集団とした
調査であることを否定する一つの根拠ともいえる。

しかし，マーケティングリサーチ会社のモニターの
特性に着目した研究は本多（2009）以来行われていな
い。前述の通り，本多（2009）が調査を行った2007年に
おいてはインターネット利用の拡大は見られたが，現
在のような利用場面の変化は見られなかった。そのた
め，登録モニター状況も変化していることが想定され
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る。実際に，マクロミルについていえば，本多（2009）
による調査時点（2007年11月 1 日）では，582,116名
が全モニター数であるが，本稿が示す2021年 7 月 1 日
には倍以上の1,331,659名を抱えているから，調査の更
新が課題として残されている。また，必要とするサン
プルサイズが大きい場合に活用されるマクロミルに加
えて提携会社を含む場合についても明記するべきであ
るが，本多（2009）はそれについて検討を行っていな
い。なお，2021年現在，マクロミルはマーケティング
リサーチ会社の業界最大の国内提携会社のモニター数
を誇る。以上より，本稿では，マクロミルが保有する
モニターのデータに注目して，行政による全国調査の
データを用いて比較する。

以上で示したインターネット利用者の拡大が，誤差
の問題を完全に解消したわけではない。なぜなら，未
だにインターネットを利用していない人は存在する
し，利用する人の中でもマーケティングリサーチ会社
が保有するモニターに登録するのはごく一部だからで
ある。そこで，Web 調査における標本抽出枠を明らか
にすること，つまりどのような人がモニター登録をし
ているのかを明らかにすることが求められる。

次節では，代表的なマーケティングリサーチ会社
の一つであるマクロミルが保有するモニターのデータ
を，行政による全国調査のデータと比較する方法を説
明する。比較する属性は，年齢，性別，職業，個人年
収である。第 4 節では，方法に準じて得られた結果を，
年齢，性別，職業，個人年収ごとに示す。その上で第 5
節では，第 4 節で示した結果を踏まえて考察に繋げる。

3 ．方法

本稿では，社会階層に関する変数（職業・個人年収）
および回答者の属性として代表的な変数（年齢・性別）
に着目して，Web 調査の非観測誤差を検討するための
材料を提示する。具体的には，マクロミルの資料提供
を受けて，マクロミルが抱えているモニター（以下，

「マクロミル単体」）とマクロミルに加えて提携会社を
含む場合のモニター（以下，「マクロミル提携会社含
む」）について，行政による全国調査と比較する。
「マクロミル単体」は2021年 7 月 1 日時点のマクロミ

ルが独自に構築した約130万人の自社モニターを意味
する。「マクロミル提携会社含む」は2021年 7 月 1 日時
点の国内提携会社のモニターを含めた約1,000万人の
モニターを指す。したがって，「マクロミル提携会社含
む」については，一人のモニターが複数のマーケティ
ングリサーチ会社に登録している場合が考えられる。

行政による全国調査について，年齢と性別は「国勢

調査」（2019年10月 1 日時点）を用いる。「国勢調査」は
日本に常住している人々が対象になっており，調査の
対象が広いため比較対象として最適である。他方で，
職業と個人年収については主に「労働力調査」を用い
る 1 。ただし，本稿で用いる「労働力調査」の項目の回
答者は15歳以上に限られるため，適宜「国勢調査」の
データを加える。

以下では，検討する変数について加えた操作を説明
する 2 。

（ 1）年齢
「マクロミル単体」および「マクロミル提携会社含

む」は年齢を『12歳未満』『12歳～19歳』『20歳～24歳』
『25歳～29歳』『30歳～34歳』『35歳～39歳』『40歳～49
歳』『50歳～59歳』『60歳以上』の 9 つに分類している。
一方で，「国勢調査」は 1 歳刻みのカテゴリーに分類し
ている。そこで，『12歳未満』『12歳～19歳』『20歳～29
歳』『30歳～39歳』『40歳～49歳』『50歳～59歳』『60歳
以上』の 7 つに分類した。

（ 2）性別
性別は「マクロミル単体」「マクロミル提携会社含

む」「国勢調査」の全てが『男性』と『女性』に分けて
いるので，カテゴリーを操作することなく比較した。

（ 3）職業
「マクロミル単体」および「マクロミル提携会社含む」

は職業を『経営者・役員』『会社員』『公務員』『自営
業』『自由業』『パート・アルバイト』『専業主婦』『学
生』『その他』の 9 つに分類している。一方で，「労働
力調査」は図 1 のように細分化している。

両者を比較するために『役員』『会社員』『自営業』
『パート・アルバイト』『主婦』『学生』にカテゴライズ
し直した（表 1 ）3 。その上で，「労働力調査」は15歳
以上が対象となっているため，「国勢調査」のデータか
ら12歳から14歳の人口を通学に加算した。なお，12歳
未満のモニター数は「マクロミル単体」で0.0％，「マ
クロミル提携会社含む」で0.1％である。そのため，12
歳未満のモニター数が全体に与える影響が十分に小さ
いと判断し，「マクロミル単体」および「マクロミル提
携会社含む」は12歳以上に限定していない。

（ 4）個人年収
「マクロミル単体」および「マクロミル提携会社含

む」は個人年収を『200万未満』『200～400万未満』『400
～600万未満』『600～800万未満』『800～1000万未満』
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『1000～1200万未満』『1200～1500万未満』『1500～2000
万未満』『2000万以上』の 9 つに分類している 4 。一方
で，「労働力調査」は『100万円未満』『100～199万円』

『200～299万円』『300～399万円』『400～499万円』『500
～699万円』『700～999万円』『1000～1499万円』『1500
万円以上』である。そこで，『200万未満』『200～400万
未満』『400～1000万未満』『1000～1500万未満』『1500
万以上』の 5 つに分類した。

ただし，「労働力調査」の『200万未満』については，
雇用者のうち『200万未満』の人口に「国勢調査」の12
歳から14歳の人口と「労働力調査」の非労働力人口を
合算した。なお，職業と同様に，12歳未満のモニター

数が全体に与える影響が十分に小さいと判断した。

4 ．結果

（ 1）年齢
「マクロミル単体」と「マクロミル提携会社含む」，

「国勢調査」の年齢割合比較表（表 2 ）とグラフ（図
2 ）を作成した 5 。ただし，モニター数が非常に多く，
適合度検定を行ったとしても意味のある結果が得られ
るとは考えなかった。そのため，適合度検定は行って
いない。他の項目についても同様である。
『12歳未満』については，「国勢調査」では9.5％を把

握しているのに対して，「マクロミル単体」では0.0％，

表 1　職業のカテゴライズ

図 1　「労働力調査」における職業の内訳（「労働力調査」の結果をもとに筆者作成）
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「マクロミル提携会社含む」は0.1％であるから，十分な
モニターを確保できているとはいえない。しかし，『12
歳未満』といえば，そもそもインターネットを扱える
年齢に達していない年代である。したがって，『12歳未
満』の相対度数は妥当であるといえる。
『12歳～19歳』の相対度数に着目すると，「国勢調査」

が7.2％存在しているのに対して，「マクロミル単体」で
6.3％，「マクロミル提携会社含む」は5.0％であり，三
者の間に大きなずれはない。

一方で，若年層から中年層の『20歳～59歳』はモニ
ター登録者が多い。『20歳～39歳』については，「マク
ロミル単体」および「マクロミル提携会社含む」が

「国勢調査」の相対度数を 2 倍近く上回っており，モ
ニターに偏りがあることが認められる。『40歳～59歳』
では『20歳～39歳』ほどではないものの，同じように

「マクロミル単体」および「マクロミル提携会社含む」
の相対度数が大きい。

最後に，高年層『60歳以上』の相対度数について，

表 2　年齢割合比較表

図 2　年齢の相対度数
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「国勢調査」では34.4％存在しているにもかかわらず，
「マクロミル単体」では8.3％，「マクロミル提携会社含
む」では10.9％に留まっている。したがって，高齢者
のモニター登録が少ないことが読み取れる。
『12歳未満』と『60歳以上』のモニター数が少ないた

め，他のカテゴリーの相対度数が相対的に大きくなっ
ていると考えられる。

（ 2）性別
「マクロミル単体」と「マクロミル提携会社含む」，

「国勢調査」の性別割合比較表（表 3 ）とグラフ（図
3 ）を作成した。
「国勢調査」に比べて，「マクロミル単体」および「マ

クロミル提携会社含む」のいずれも『女性』の相対度
数が大きい。ただし，「マクロミル提携会社含む」は，

「マクロミル単体」に比べて「国勢調査」の男女比率に
近い。

（ 3）職業
「マクロミル単体」と「マクロミル提携会社含む」，

「労働力調査」の職業割合比較表（表 4 ）とグラフ（図
4 ）を作成した。

職業については「マクロミル単体」，「マクロミル提
携会社含む」，「労働力調査」の間に大きな相対度数の
違いは見られなかった。それぞれの項目について，『会
社員』は47.7％，49.0％，47.6％，『パート・アルバイト』

は17.5％，19.0％，16.6％，『主婦』は15.9％，12.7％，
14.2％，『学生』は12.6％，9.4％，10.1％，『自営業』は
5.2％，6.7％，7.8％である。ただし，『役員』について
は「マクロミル単体」が1.1％であるのに対して，「マ
クロミル提携会社含む」は3.2％，「労働力調査」では
3.8％であり，「マクロミル単体」の相対度数は他の二
者の 3 分の 1 程度に留まる。

したがって，全体の傾向としては相対度数に大きな
違いが見られない。このことは相対度数の順序が変化
しないことからも読み取れる。

（ 4）個人年収
「マクロミル単体」と「マクロミル提携会社含む」，

「労働力調査」の個人年収割合比較表（表 5 ）とグラフ
（図 5 ）を作成した。

『200万未満』の相対度数について，「労働力調査」の
61.5％に比べて「マクロミル単体」の46.2％，「マクロ
ミル提携会社含む」の26.7％は小さい。

続く，『200～400万未満』では相対度数が「労働力調
査」の18.0％に対して「マクロミル単体」で29.7％，「マ
クロミル提携会社含む」では45.3％存在しており，大き
くなる。『400～1000万未満』についても同様に，「労働
力調査」の18.3％よりも「マクロミル単体」で22.5％，

「マクロミル提携会社含む」では25.5％と大きい。
ただし，高所得者層については相対度数の違いは見

られない。『1000～1500万未満』は1.3％，1.7％，1.6％，

表 3　性別割合比較表

図 3　性別の相対度数
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表 4　職業割合比較表

図 4　職業の相対度数

表 5　個人年収割合比較表
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『1500万以上』は0.4％，0.7％，0.6％である。
なお，「マクロミル提携会社含む」の相対度数におい

ては，『200万未満』が小さく，『200～400万未満』が大
きい。

5 ．考察とまとめ

本稿では，登録モニターの社会階層に着目しなが
ら，マクロミルが保有するモニターのデータと行政に
よる全国調査のデータを比較することで，Web 調査の
非観測誤差を検討してきた。その結果得られた知見は
以下の通りである。年齢については，「マクロミル単
体」および「マクロミル提携会社含む」では「国勢調
査」と比較して，『12歳未満』『60歳以上』の相対度数
が小さいことが分かった。他方で，若年層から中年層
の『20歳～59歳』の相対度数が大きかった。性別につ
いては，「マクロミル単体」および「マクロミル提携会
社含む」に比べて「国勢調査」の『女性』の相対度数
が大きいことが分かった。その一方で，職業や個人年
収の高所得者層については三者の間で大きな違いは見
られなかった。この知見は，本多（2009）による調査
を更新したという意義がある。本研究の知見は，Web
調査の参加者の非観測誤差を考慮する上での基礎的な
資料となる。

本稿は回答者ではなくモニター登録者に着目したの
で単純な比較はできないが，杉野・小内（2020）の

Web 調査に回答する人は「謝礼目的」などではない
かという推察とは別の考察を展開する端緒ともなりう
る。職業については，「マクロミル単体」および「マク
ロミル提携会社含む」と「労働力調査」の間で概ね同
様の相対度数を示していた。つまり，一般的に高所得
者層に該当する『役員』や一定の収入を得ている『会
社員』であっても，「労働力調査」と同程度の相対度数
を有することが明らかになった。続けて，個人年収を
確認すると，『1000～1500万未満』，『1500万以上』の高
所得者層の間で，「マクロミル単体」および「マクロミ
ル提携会社含む」と「労働力調査」の相対度数に大き
な差は見られず，高所得者層であってもモニター登録
していることが読み取れた。本稿で明らかになったこ
とから，Web 調査の参加者は，「謝礼目的」ではない
とはいい切れないにしても，それだけでは説明するこ
とができないほど幅広い層がモニター登録していると
いえる。

そのため，Web 調査の参加者の特徴についてはより
多くの属性を用いた分析が求められるだろう。そもそ
もモニター登録することは，単に Web 調査の参加者
になるだけではない。たとえば，Web 調査への回答
だけでなく，サンプル品を試す商品モニターの活動や
新商品の考案に関わる意見交換会への参加など，マク
ロミルがモニターに依頼する調査の種類は多岐にわた
る。それは同時に，モニターに対して新商品を試す機

図 5　個人年収の相対度数
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会を楽しむなど，謝礼以外の目的を提供することでも
ある。こうした事情を踏まえると，Web 調査の参加者
の特徴は，本稿が明らかにしたような属性に限らず，
そうしたモニターとして調査に参加する目的の違いに
も影響を受けていると考えられる。この点については
今後の課題だろう。

はじめに述べたように，教育問題について調査する
上で，Web 調査は従来型の調査よりも優れた点がい
くつか存在する。しかしながら，非観測誤差が不明で
あったために，忌避されてきた側面がある。そこで本
稿では，Web 調査の非観測誤差に着目し，マクロミ
ルが保有するモニターの属性を検討してきた。その結
果，近年のマクロミルが保有するモニターの傾向が明
らかになった。本稿で得られた知見は Web 調査の誤
差を考察する上で有効な手掛かりの一つであり，教育
問題に対する Web 調査の利用を促進することが期待
される。

〔注〕
1  「労働力調査」について，職業は2021年 7 月分，個人

年収は2020年平均のデータを用いる。
2  「マクロミル単体」および「マクロミル提携会社含

む」のそれぞれの変数に操作を加える前の内訳は以
下の通りである。なお，性別については変数に操作
を加えていない。

3  「労働力調査」の比較に用いたデータからは，『会社
員』や『公務員』の割合が分からなかった。そのた
め，「労働力調査」の『役員を除く雇用者』からさ
らに『パート・アルバイト』を除いたものを『会社
員』とみなした。

 「労働力調査」の『パート・アルバイト』にはアルバ
イトをしている学生が含まれていると考えられる。

 「労働力調査」の『家族従事者』は『自営業主』に含
めている。「労働力調査」の定義によれば，「家族従
業者とは，自営業主の家族で，その自営業主の営む
事業に無給で従事している者」である。したがって，

『家族従事者』と『自営業主』をまとめて『自営業』
とするのが適切だと判断した。しかし，「マクロミ
ル単体」および「マクロミル提携会社含む」のモニ
ター登録をする際に『専業主婦』として回答してい
る可能性が残る。

 「マクロミル単体」「マクロミル提携会社含む」「労働
力調査」の全てで『その他』については，取り除き
算出した。

4  「マクロミル単体」では，個人年収に回答していな
いモニターが多いことには留意が必要である。登録
者全体では1,331,659名であるが，個人年収回答者は
981,878名である。

5  「国勢調査」の『12歳未満』，『12歳～19歳』，『20歳
～29歳』，『30歳～39歳』，『40歳～49歳』，『50歳～59
歳』，『60歳以上』の度数について，それらの合計値
は126,164,000名であるが，推計値であるため合計の
値と異なっている。

〔付記〕

本稿は，「一般社団法人いじめ構造変革プラット
フォーム」（代表理事：谷山大三郎・竹之下倫志）の寄
附金（「課題名：いじめをめぐる認知のズレに関する研
究―中学生・教員・保護者に対する Web 調査から―」
研究代表：内田良）による研究成果の一部である。
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Unobserved Errors in Web Surveys
—Focusing on the Social Stratification of Registered Monitors—

Ryo SAWADA*, Shinta FURUDONO*, Kanno FUJIKAWA*,  
Kairi SHIMABUKURO*, Ryo UCHIDA**

Web surveys are an effective way to approach educational issues. However, there is not much 

published about errors in the surveys. In this article, we focus on the unobserved error, which is one 

of the most frequently discussed error in a web survey. We then examine the biases existent in the 

attributes of the monitors used by marketing research companies that obtain basic information for 

estimating the unobserved error.

Previous studies on this subject have compared marketing research companies and summarized 

the characteristics of respondents to surveys, putting an emphasis on the disclosure of monitor in-

formation relegated to future tasks. Therefore, examining the characteristics of the monitors owned 

by marketing research companies can be considered an urgent issue in the promotion of reliable 

web surveys. For example, an examination of Macromill Inc., one of the leading marketing research 

companies in Japan, finds the number of monitors has more than doubled in 10 years. Therefore, 

updating the information regarding the monitors should be addressed. In addition, information re-

garding the monitors of partner companies that have added data to Macromill monitors should also 

be clearly stated.

As a specific task, for variables related to social stratification (occupation and personal income) 

and variables representative of respondents’ attributes (age and gender), we compared the moni-

tors of Macromill (“Macromill alone”) and the monitors when affiliated companies are included with 

those of Macromill (“Macromill, including affiliated companies”) with the national survey conducted 

by the government (“National Census.”) Our results found, in terms of age, the proportion of those 

surveyed “under 12” and “60 and over” of “Macromill alone” and “Macromill, including affiliated com-

panies” was lower; also, “20-59 years old” was higher than that of “The National Census.” In terms of 

gender, the percentage of “female” respondents for “The National Census” was higher than that of 

“Macromill alone” and for “Macromill, including affiliated companies.” On the other hand, there was 

no significant difference among the three groups in terms of occupation and high-income bracket. 

Thus, this research discovered gaps in these research surveys that have existed for more than a 

decade.

Results showed that a wide range of people, some consisting of those who participated in a web 

survey for purposes other than “rewards,” are registered as monitors. The characteristics of Web 

survey participants are not only the attributes revealed in this article, but also suggest differences 

relating to the purpose of participating in a survey as a monitor.
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